
対象者 要介護認定者 要支援認定者 二次予防事業対象者 全高齢者

平成25年度

平成26年度

平成27年度
～29年度

平成30年度
以降

移行イメージ

予防給付介護給付

地域支援事業

包括的支援事業
任意事業

市町村介護予防強化推進事業（区内4地区のモデル事業）

一部の事業を継続

介護予防事業

・二次予防事業

包括的支援事業
任意事業

介護給付
予防給付

介護給付

介護予防・日常生活支援総合事業
・要支援・二次予防事業
（・ケアマネジメント・生活支援サービス
・予防サービス）

新しい
包括的支援事業
任意事業

別紙３

平成26年度の制度で事業を継続しながら、新制度への移行については一定程度の時間をかけて
行う。 (国は29年度からの移行を想定）

介護給付
新しい地域支援事業

・要支援事業 ・新しい介護予防事業

新しい
包括的支援事業
任意事業

地域支援事業

要支援者の総合事業の利用は新規要支援認定者が中心となるため、給付費の削減効果は大きくないが、要支援事業
の移行にむけた検証と受け皿の確保とする。

訪問介護と通所介護以外
は予防給付

訪問介護と通所介護以外
は予防給付

新しい地域支援事業
（要支援事業 ・新しい介護予防事業）


